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「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」の
取り扱いに関する要請
地方分権の推進、地方自治の充実・発展にむけて、昼夜を分かたず、地域の発展、地域住民の福祉の向上にむけて努力されている貴職に対し、心より敬意を表します。
さて、「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」が2月23日に衆議院で可決し、29日の参議院本会議で可決・成立しました。この法律の附則第12条には、「地方公務員の給与については、地方公務員法及びこの法律の趣旨を踏まえ、地方公共団体において自主的かつ適切に対応されるものとする」と定められました。このことにより今後、地方交付税や義務教育費国庫負担金の減額などにより、国家公務員給与削減に連動させる形で地方公務員の給与削減を行う可能性が強まりました。
しかし、地方はこれまで都道府県全体で２兆円を超える独自カットを行い、職員数も18％削減（国は3％）するなど国を大きく上回る行政改革を行っています。各地方自治体においても市町村合併後の財政難により独自で職員の賃金削減を複数年実施し、集中改革プラン等による人員削減も進んでおり、今回の国における人件費削減の動きは地方を追いかけるものです。
また、地方公務員の給与は、人事委員会勧告や財政の状況等を踏まえ、それぞれの地方公共団体の条例により決定されるものであり、国家公務員給与と当然に連動するかのような考え方は、政府が掲げる地域主権改革の理念に反するものといえます。
さらに、地方交付税や義務教育費国庫負担金の算定に用いる地方公務員の給与については、各人事委員会の勧告等を反映した給与水準を基本とすべきであり、時限の特例法に基づく国家公務員給与の削減後の額を基準とすることは不適当であると考えます。
つきましては、「地域主権」を推進し、地域における独自の取り組みを拡充するとともに、不交付団体や小規模市町村など市町村間に格差を発生させないためにも、下記の事項を踏まえて対応されるよう要請いたします。
記
１　「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」による国家公務員の給与削減を理由とした給与削減を行わないこと。
２　地方公務員の給与について、国家公務員の給与削減と同様の措置の実施を求めることのないよう、政府関連省庁に働きかけること。
以上
